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 （続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 
本論文は、刑事立法の憲法適合性を裁判所が審査するための判断枠組みを分析的作
業に基づいて構築しようとする研究である。 
 従来から、責任主義を含む広い意味での比例原則は、刑罰法規の制定・解釈・適用
を制約する憲法上の要請だと考えられてきた。しかし、それは一般的・抽象的レベル
では承認されてきたものの、実際の議論は、規制による権利の制約というデメリット
と、規制により得られるメリットとの単純な比較にとどまることが多かった。本論文
は、その不十分さを明確に指摘した上で、諸段階に分けた厳密な審査方法を提案する
という新規性を有する。 
 すなわち、日本では、「刑法で保護するに値する利益」の探究によって立法を規制
しようとする見解が有力であるが、この立場は、保護目的は何か、どの範囲の行為を
規制するか、制裁という手段を用いるか、刑罰を科すことが必要か、その程度はいか
なるものとすべきか、といった次元の異なる諸問題を分離できておらず、問題を有す
るとされる。そして実は、段階的な審査を行っているはずのドイツでも、必ずしもこ
れらを意識的に分けた議論が徹底されているわけではないことが明らかにされた。批
判的に取り上げられる例は、近親姦処罰規定を合憲とした連邦憲法裁判所判決におい
て、著名な刑法学者であるヴィンフリート・ハッセマー裁判官の付した反対意見であ
る。本論文のこうした指摘は、日本の刑法学の分野ではこの問題に関する初めての本
格的検討の成果として評価できる。これに引き続く部分では、上記諸問題を順次検討
していくための判断枠組みが試論的に展開される。 
 このように、本論文は、憲法と刑法にまたがる着眼点を有する意欲的な研究ではあ
るものの、前半部分の分析の説得性に比して、後半における私見の提示には、論理の
飛躍や、独自の前提に基づく主張などがあり、このままでは多くの賛同を期待できな
い。歴史的な議論が調査されていないために立論が未熟なままになっている面も目に
付く。 
 しかし、それらの不十分さは著者が自覚しているところであり、今後必要な研究の
見通しはすでに立てられている。問題を含む部分にも、従来取り組まれていなかった
議論の素材を提供する意義は確実に認められる。実際、ここで示された枠組みは、昨
今の刑事立法の検討に直ちに適用可能であり、本論文を契機とした学界の議論の活性
化や立法論への貢献を期待させるものである。 
 以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。 
 また、平成27年2月4日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った結果
合格と認めた。 
 なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に際
しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
 
